
令和元年和光市議会９月定例会

提出議案の概要

和光市
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報告第５号 継続費の精算報告について

担 当 財政課

【目的】

平成２９年度当初予算において設定した継続費「庁舎防災拠点整備事業」について、

継続費に係る継続年度が終了したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１４５条第２項の規定により報告するものです。
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報告第６号
平成３０年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の報告につい

て

担 当 財政課

【目的】

平成３０年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率が確定したので、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項及び第２２

条第１項の規定により監査委員の意見を付けて報告するものです。

【内容】

１ 健全化判断比率

（単位：％）

備考 ・実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字額が発生しないため「－」と

している。

・括弧内の数値は、当該地方公共団体の早期健全化基準を記載している。

２ 資金不足比率

（単位：％）

備考 ・資金不足比率は、赤字額が発生しないため「－」としている。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

―

（ １２．７４ ）

―

（ １７．７４ ）

２．３

（ ２５．０ ）

５１．１

（ ３５０．０ ）

特別会計の名称 資金不足比率 備考

水道事業会計 ―
地方公共団体の財政の健

全化に関する法律施行令

第１７条第１号の規定に

より事業の規模を算定
下水道事業会計 ―
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議案第４１号 和光市教育委員会教育長の任命について

担 当 職員課

【目的】

和光市教育委員会教育長の戸部惠一氏の任期が令和元年９月３０日をもって満了とな

ることから、引き続き同氏を任命することについて、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により議会の同意を求める

ものです。



（参考資料）　各基金の現在高表

令和元年度補正予算関係議案の概要 

 
議案第４２号　令和元年度埼玉県和光市一般会計
　　　　　　　　　補正予算（専決第１号）



１　歳入

（単位：千円）

款 区分 （細節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

17
参議院埼玉県選出
議員補欠選挙執行
委託費交付金

0 20,744 20,744
選挙管理委員会
事 務 局

20
財政調整基金繰入
金

494,451 14,301 508,752 財 政 課

２　歳出

（単位：千円）

款 事　業　名　称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
参議院埼玉県選出
議員補欠選挙

0 35,045 35,045
選挙管理委員会
事 務 局

説 明

参議院埼玉県選出議員補欠選
挙の執行にあたり、執行経費と
して県から交付されるため、追
加計上するもの。

財政調整基金現在高（補正後）
863,731千円

説 明

参議院埼玉県選出議員の辞職
による補欠選挙を執行するた
め、追加計上するもの。

補正後予算額 26,405,693千円

令和元年度埼玉県和光市一般会計補正予算（専決第１号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 26,370,648千円

補 正 額 35,045千円

－4－



積  立  額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金 878,032 14,301 863,731

市 債 管 理 基 金 0 0

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金 105,673 105,673

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金 13,584 13,584

公 共 施 設 整 備 基 金 34,426 34,426

都 市 基 盤 整 備 基 金 38,276 38,276

学 校 建 設 基 金 0 0

ま ち づ く り 基 金 25,341 25,341

小 計 1,095,332 0 14,301 1,081,031

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 915,963 915,963

介 護 保 険 介 護 給 付 費 準 備 基 金 115,218 115,218

介 護 保 険 高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等
一 部 負 担 金 に 係 る 資 金 貸 付 基 金

5,000 5,000

小 計 1,036,181 0 0 1,036,181

2,131,513 0 14,301 2,117,212

一
般
会
計

特
別
会
計

合 計

※まちづくり基金の補正前現在高については、出納整理期間中に積み立てた額等を含めた額に修
　 正しています。

（参考資料）　各基金の現在高表

（単位：千円）

会計
区分

基　　　金　　　名
補  正  前
現  在  高

積立及び取崩の状況 補  正  後
現  在  高

－5－
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議案第４３号 広沢複合施設整備・運営事業の民間収益事業用地における建設期間の無

償貸付について

担 当 資産戦略課

【目的】

平成３１年４月５日に事業契約を締結した広沢複合施設整備・運営事業における民間

収益事業用地について、建設工事期間中は収益が見込めないため無償貸付を行いたいの

で、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定によりこの案

を提出するものです。

【内容】

事業名 和光市広沢複合施設整備・運営事業

借地場所 和光市広沢２６６０番４の一部

和光市本町４８３５番５の一部

契約相手方 東京建物リゾート株式会社

借地面積 ４，１１３．００㎡

借地期間 令和２年５月１日から令和２９年５月３１日

（２７年１ヶ月）

無償貸付期間 市議会議決後において定める日から民間収益施設の供用開始の

前日まで
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議案第４４号 和光市印鑑条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 戸籍住民課

【目的】

女性活躍指針の観点から、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）が一

部改正され、令和元年１１月５日から本人からの届け出により、住民票に旧氏（過去に

称していた氏であって、その方の戸籍又は除かれた戸籍に記載又は記録がされているも

の）を現在の氏と併記することが可能となります。

印鑑登録においても旧氏の登録や証明証への記載が可能となるよう所要の改正を行う

ものです。

【内容】

改正の要点

１ 旧氏記載に関する改正

本人からの届け出により住民票に旧氏を記載した者が、印鑑登録においても同様に

旧氏記載が可能となるよう、旧氏に関する規定を新たに加えます。

２ 外国人住民の印鑑登録に関する規定の明確化

外国人住民にあっては、住民票に記載されている通称、非漢字圏の者については、

住民票の備考欄に記載されている片仮名表記を含むことについて、条文に規定しま

す。

【施行期日】

令和元年１１月５日から施行します。
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議案第４５号 市長及び副市長の給料の減額に関する特例条例を定めることについて

担 当 職員課

【目的】

今回の条例制定は、職員の不祥事に伴う自戒措置として、令和元年１０月１日から令

和元年１２月３１日までの間、市長の給料の月額を１０分の２減額、令和元年１０月１

日から令和元年１１月３０日までの間、副市長の給料の月額を１０分の１減額するもの

です。
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議案第４６号 和光市税条例等の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 課税課

【目的】

地方税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２号）等の施行に伴い、令和

元年第１回臨時会で専決処分の承認をいただいたもの及び改正内容の一部について議

決をいただいたもの以外について、所要の改正を行うものです。

改正内容につきましては、住民税申告の簡略化と、軽自動車税の特例について、見

直しを行うものであります。

【内容】

改正の要点

１ 個人市民税

⑴ 市民税の申告〔条例第２７条〕

市民税の申告書記載事項を簡素化し、市民の利便性を高める。

⑵ 個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書

〔条例第２８条の２、第２８条の３関係〕

ア 給与所得者が、単身児童扶養者に該当する場合は、その旨を申告する規定を

追加します。

イ 公的年金等受給者が、単身児童扶養者に該当する場合は、その旨を申告する

規定を追加します。

２ 軽自動車税

⑴ 軽自動車税の環境性能割の非課税〔附則第１５条の３〕

軽自動車税の環境性能割について非課税とする臨時的軽減の規定を新設しま

す。

⑵ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例〔附則第１５条の３の２〕

軽自動車税の環境性能割の賦課徴収について、当面の間県知事が賦課徴収を行

うための規定を追加します。

⑶ 軽自動車税の環境性能割の税率の特例〔附則第１５条の７〕

軽自動車税の環境性能割の税率について「１００分の１」とする臨時的軽減の

規定を新設します。

３ その他

法改正に併せて、所要の規定を整備（条項ずれ修正、文言の追加等）します。

〔第１２条、附則第１６条の２及び平成２９年改正附則第１６条関係〕
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【施行期日】

令和元年１０月１日から施行します。ただし、次に掲げる規定は、別に定める日か

ら施行します。

⑴ 平成２９年改正附則第１６条の規定 公布の日

⑵ 条例第２７条第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７項と

し、第５項の次に１項を加える改正規定並びに第２８条の２、第２８条の３及び

第２９条の改正規定 令和２年１月１日

⑶ 条例第１２条の改正規定及び附則第１６条の規定の一部 令和３年１月１日

⑷ 附則第１６条の２の規定の一部 令和３年４月１日
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議案第４７号 子ども・子育て支援法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例

を定めることについて

担 当 保育サポート課・保育施設課

【目的】

令和元年１０月１日から実施される幼児教育・保育の無償化に伴い、関係条例について

必要な改正を行う他、所要の改正を行うものです。

【内容】

規定する事項

１ 和光市保育の必要性の認定に関する条例（平成２６年条例第１２号）の一部改正につ

いて

条例中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改めます。

２ 和光市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第１３号）の一部改正について

認可外保育施設について、国が定める基準を満たさず、届出のみで足りる経過措置

期間に適用する基準を新設します。また、年収３６０万円未満相当世帯及び全所得階

層の第３子以降の１号認定子ども、２号認定子どもに対する副食費について、保護者

から徴収可能な費目から除外する規定を設けます。さらに、「支給認定」を「教育・

保育給付認定」に改めます。

また、幼児教育・保育の無償化に関する一部改正の他、既に連携要件を緩和してい

る「和光市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例」を踏まえ、

次のとおり改正します。

特定地域型保育事業（児童福祉法に規定する家庭的保育事業等と同義。）を行う者

に求められる特定教育・保育施設等との連携について、代替保育の提供元として小規

模保育事業 A 型等を追加し、卒園後の受け皿の提供を行う連携施設に企業主導型保育

事業等を追加する他、連携施設を確保しないことができる経過措置を５年延長しま

す。
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３ 和光市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例（平

成２７年条例第８号）の一部改正について

別表第１の和光市教育標準時間認定利用者負担額基準額表を削り、別表第２の和光市

保育認定利用者負担額基準額表を別表とします。また、その新たな別表において、市

町村民税非課税世帯に係る利用者負担額を０円とし、さらに３歳以上児の利用者負担

額を０円とします。また、条例中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改めま

す。

【施行期日】

令和元年１０月１日から施行します。
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議案第４８号 和光市産業振興条例を定めることについて

担 当 産業支援課

【目的】

この条例は、産業振興に関し理念及び役割等の基本的な事項を定め、市民、事業

者、その他の団体等及び市が連携することにより施策を協働して推進し、地域経済の

活性化及び地域社会の発展を図ることを目的とします。（第１条関係）

【内容】

１ 基本理念（第３条関係）

市民、事業者、その他の団体等及び市は、事業者の自主的かつ主体的な努力及び

創意工夫を基本とし、それぞれの適正に応じた連携及び協力をすることにより市の

産業振興を推進するものとします。

２ 市の責務と事業者及びその他の団体等の役割（第４条、第５条、第６条関係）

市は、産業振興に関する施策及び方針を戦略的に推進するための計画の策定及び

実施に努めることを責務とし、それぞれの主体は基本理念を尊重し、産業振興施策

の推進、地域経済の活性化及び地域社会の発展に貢献するなどの役割を規定する

他、事業者は企業市民活動への参画及び商工会への加入に努めること、その他の団

体等は中小企業・小規模事業者の経営状況等の改善に資する助言に努めること等を

規定しました。

３ 産業振興協議会の設置等（第７条関係）

この条例に掲げる目的の達成と円滑な推進を図るため、市長が委嘱又は任命する

委員（学識経験者、事業者、その他の団体等の代表者及び公募市民等）１０人以内

で組織する「和光市産業振興協議会」を設置することができるものとしました。

【施行期日】

令和２年１月１日から施行します。
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議案第４９号 市道路線の廃止について

担 当 道路安全課

【目的】

市道４号線及び市道１５７号線の廃止

中央第二谷中土地区画整理事業の完成に伴い、区域内の市道路線を廃止したいの

で、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、この案を提

出するものです。

【内容】

廃止する市道路線

１ 市道４号線

起点 和光市中央一丁目１８０２番１地先

終点 和光市下新倉三丁目９９３番１地先

幅員 ３．８１ｍ～８.９４ｍ

延長 １，１２８.７２ｍ

２ 市道１５７号線

起点 和光市下新倉二丁目１２５０番１地先

終点 和光市下新倉二丁目１２９８番１０地先

幅員 １．８２ｍ～４.８０ｍ

延長 ２７２.９５ｍ

【施行期日】

議会承認後、縦覧・告示を行います。
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議案第５０号 市道路線の認定について

担 当 道路安全課

【目的】

市道４－１号線及び市道４－２号線の認定

中央第二谷中土地区画整理事業に伴い、市道路線を改めて認定したいので、道路法

（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、この案を提出するもので

す。

【内容】

１ 市道４－１号線

起点 和光市中央一丁目１８０２番５地先

終点 和光市丸山台二丁目７番１地先

幅員 ３ .７８ｍ～１０ .９１ｍ

延長 ５４６ .５１ｍ

２ 市道４－２号線

起点 和光市下新倉三丁目１０５０番２地先

終点 和光市下新倉三丁目９９３番１地先

幅員 ６．５８ｍ～１０．２５ｍ

延長 ５２ .９６ｍ

【施行期日】

議会承認後、縦覧・告示を行います。



議案第５１号 令和元年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第３号）

議案第５２号 令和元年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

議案第５３号 令和元年度埼玉県和光市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

議案第５４号 令和元年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算（第２号）

令和元年度埼玉県和光市和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業

特別会計補正予算（第１号）

令和元年度補正予算関係議案の概要

議案第５５号



１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

11
減収補てん特例交付
金

84,000 △ 3,023 80,977 財 政 課

11
子ども・子育て支援
臨時交付金

0 262,516 262,516 保 育 サ ポ ー ト 課

14
保育園入所児童保
護者負担金

605,280 △ 215,663 389,617 保 育 サ ポ ー ト 課

14 ごみ広域処理負担金 7,157 △ 3,579 3,578 資源リサイクル課

15
市庁舎駐車場使用
料

2,820 2,820 5,640 総 務 人 権 課

16
子どものための教育・
保育給付交付金

913,507 103,212 1,016,719 保 育 サ ポ ー ト 課

16
子育てのための施設
等利用給付交付金

0 131,887 131,887 保 育 サ ポ ー ト 課

幼児教育・保育無償化に伴い、
子育てのための施設等利用給
付交付金が創設されたため、追
加計上するもの。

地方特例交付金等の地方財政
の特別措置に関する法律に基
づき交付額が決定したため、減
額補正するもの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
臨時交付金が創設されたため、
追加計上するもの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
３歳から５歳の保育料が無償に
なるため、減額補正するもの。

令和元年度埼玉県ふるさと創造
資金（広域連携によるスマート
自治体転換等支援事業）の内
示があったため、朝霞市からの
負担金を減額補正するもの。
（負担率：均等割）

市庁舎駐車場管理業務の契約
期間変更に伴い、増額補正す
るもの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
３歳から５歳の保育料が無償に
なり、国の負担分が増加するた
め、増額補正するもの。

（単位：千円）

説 明

議案第５１号議案の概要（担当：財政課）

令和元年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第３号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 26,405,693千円

補 正 額 1,478,855千円
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１　歳入
（単位：千円）

16
先導的官民連携支
援事業補助金

14,965 △ 5,965 9,000 資 産 戦 略 課

16
障害者総合支援事
業費補助金

0 2,506 2,506 社 会 援 護 課

16
生活困窮者自立支
援補助金

26,769 715 27,484 社 会 援 護 課

16
母子家庭等対策総
合支援事業費補助
金

0 1,230 1,230 ネ ウ ボ ラ 課

16
幼稚園就園奨励費
補助金

41,276 △ 20,638 20,638 保 育 サ ポ ー ト 課

16
子ども・子育て支援
交付金

139,763 552 140,315 保 育 サ ポ ー ト 課

16
子ども・子育て支援
整備交付金

52,704 54,504 107,208 保 育 施 設 課

16
国民年金事務費交
付金

23,000 394 23,394 健康保険医療課

17
子どものための教育・
保育給付県費交付
金

481,603 △ 5,108 476,495 保 育 サ ポ ー ト 課

幼児教育・保育無償化に伴い、
食費に係る補足給付が追加と
なるため、増額補正するもの。

北原小学校放課後こども総合
プラン一体型施設を整備するに
当たり、交付金を活用したいた
め増額補正するもの。（補助率
2/3）

国民年金保険料免除申請書の
様式変更及び年金生活者支援
給付金事務処理変更に係るシ
ステム改修を令和元年度中に
実施した場合に事務費交付金
の対象となることから、増額補正
するもの。（補助率10/10）

幼児教育・保育無償化に伴う算
定をする際に、幼稚園利用者の
実績が当初の見込みよりも少な
かったため減額補正するもの。

「市庁舎にぎわいプラン」に係る
補助採択を受けることができな
かったため当該分を減額補正
するもの。また、外環上部（丸山
台地区）の利活用調査の補助
事業の申請に伴い、増額補正
するもの。（補助率10/10）

令和元年10月に行われる消費
税改定に伴う障害福祉サービス
等の報酬改定及び障害児の発
達支援無償化により、システム
の改修が必要なため追加計上
するもの。（負担率：1/2、
10/10）

生活保護ｼｽﾃﾑ改修費
①進学準備給付金の創設に
　伴うﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ情報連携
　　　　594,000円×2/3
②生命保険会社に対する照会
　様式を出力
　　　　330,000円×1/2
③被保護者調査における調査
　項目追加
　　　　308,000円×1/2

未婚の児童扶養手当受給者に
対する臨時・特別給付金の給付
の実施及びマイナンバー情報
連携に係る児童扶養手当シス
テムの改修について、補助金が
交付されるため、追加計上する
もの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
１０月からの幼稚園就園奨励費
が廃止されるため減額補正する
もの。
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１　歳入
（単位：千円）

17
子育て支援施設等利
用給付費負担金

0 15,478 15,478 保 育 サ ポ ー ト 課

17
埼玉県ふるさと創造
資金（秘書広報課）

0 600 600 秘 書 広 報 課

17
埼玉県市町村介護
人材確保支援事業
補助金

0 750 750 長 寿 あ ん し ん 課

17
埼玉県子ども・子育
て支援整備交付金

13,176 13,626 26,802 保 育 施 設 課

17
埼玉県ふるさと創造
資金（資源リサイクル
課）

0 7,157 7,157 資源リサイクル課

17
埼玉県ふるさと創造
資金（道路安全課）

0 23,300 23,300 道 路 安 全 課

19
まちづくり寄附条例
寄附金

1 967 968 総 務 人 権 課

20
前年度介護保険特
別会計収支精算金
繰入金

0 23,533 23,533 長 寿 あ ん し ん 課

21 前年度歳計剰余金 500,000 963,560 1,463,560 財 政 課

22
特別障害者手当等
給付費国庫負担金
過年度収入

0 9 9 社 会 援 護 課

平成30年度介護給付費、地域
支援事業費及び総務費の実績
確定に伴う介護保険特別会計
からの返還分として、追加計上
するもの。

平成30年度決算額の確定に伴
い歳計剰余金が確定したため、
増額補正するもの。

平成30年度国庫負担金精算に
伴い、追加計上するもの。

埼玉県市町村介護人材確保支
援事業補助金の内示に伴い、
追加計上するもの。

北原小学校放課後こども総合
プラン一体型施設を整備するに
当たり、交付金を活用したいた
め、増額補正するもの。（補助
率1/6）

ごみ処理広域化基本構想等策
定業務委託の実施にあたり、令
和元年度埼玉県ふるさと創造資
金（広域連携によるスマート自
治体転換等支援事業）の内示
があったため、追加計上するも
の。（補助率：1/2）

市道２００２号線駅前広場他改
修工事を行うにあたり、東京２０
２０オリンピック・パラリンピック大
会開催を契機とする地域活性
化事業として、令和元年度埼玉
県ふるさと創造資金（６月採択
分）の内示があったことから、追
加計上するもの。（負担率：1/2）

和光市まちづくり寄附条例に基
づく寄附金を受けたことに伴
い、増額補正するもの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
旧就園奨励費が廃止され、県
負担金が創設されたため、追加
計上するもの。

東京２０２０オリンピック・パラリン
ピック気運醸成イベントや啓発
品等の作成にあたり、当該大会
開催を契機とする地域活性化
事業として、令和元年度埼玉県
ふるさと創造資金（６月採択分）
の内示があったことから、追加
計上するもの。（負担率：1/2）
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１　歳入
（単位：千円）

22
障害者自立支援給
付費国庫負担金過
年度収入

0 36,736 36,736 社 会 援 護 課

22
障害者自立支援医
療費国庫負担金過
年度収入

0 5,848 5,848 社 会 援 護 課

22

障害児入所給付費
及び入所医療費等
国庫負担金過年度
収入

0 9,253 9,253 社 会 援 護 課

22
障害者自立支援給
付費県負担金過年
度収入

0 18,549 18,549 社 会 援 護 課

22
障害者自立支援医
療費県負担金過年
度収入

0 2,743 2,743 社 会 援 護 課

22

障害児入所給付費
及び入所医療費等
県負担金過年度収
入

0 4,626 4,626 社 会 援 護 課

22
生活保護費等国庫
負担金過年度収入

0 13,845 13,845 社 会 援 護 課

22

生活困窮者自立支
援相談支援事業費
等国庫負担金過年
度収入

0 15 15 社 会 援 護 課

23
庁舎受変電設備整
備事業債

9,400 △ 9,400 0 財 政 課

23
北原小学校放課後こ
ども総合プラン一体
型施設新設事業債

0 37,400 37,400 財 政 課

23
市道舗装補修事業
債

44,700 △ 6,000 38,700 財 政 課

23 芝屋橋修繕事業債 25,400 9,900 35,300 財 政 課

当該事業費の財源として、追加
計上するもの。

当該事業費の減額に伴い、減
額補正するもの。

当該事業費の増額に伴い、増
額補正するもの。

平成30年度県負担金精算に伴
い、追加計上するもの。

平成30年度県負担金精算に伴
い、追加計上するもの。

平成30年度県負担金精算に伴
い、追加計上するもの。

平成30年度
生活保護費国庫負担金精算分
・生活扶助費等国庫負担金
　追加交付　　13,612,300円
・介護扶助費等国庫負担金
　追加交付　　 　 233,422円

平成30年度
生活困窮自立支援相談支援
事業費等国庫負担金
　追加交付　　　　　15,900円

当該事業費の減額に伴い、減
額補正するもの。

平成30年度国庫負担金精算に
伴い、追加計上するもの。

平成30年度国庫負担金精算に
伴い、追加計上するもの。

平成30年度国庫負担金精算に
伴い、追加計上するもの。
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２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
公共施設マネジメント
実行計画推進

20,150 △ 8,575 11,575 資 産 戦 略 課

2 総務業務 88,271 1,202 89,473 総 務 人 権 課

2 庁舎維持管理 162,463 2,805 165,268 総 務 人 権 課

2 庁舎施設整備 16,101 △ 6,645 9,456 総 務 人 権 課

2
2020年東京オリン
ピック・パラリンピック
競技大会推進

4,518 2,512 7,030 秘 書 広 報 課

2
外環蓋掛け上部（丸
山台地区）利用

15 9,000 9,015 資 産 戦 略 課

2 広沢複合施設整備 123,352 △ 6,270 117,082 資 産 戦 略 課

（単位：千円）

説 明

和光市公民連携推進アドバイ
ザーを設置するため、増額補正
するもの。また、公共施設マネ
ジメントの民間活用検討業務の
内容を縮小するため、減額補正
するもの。

コピー用紙（再生紙）の単価値
上がりにより、予算額に不足が
見込まれるため、増額補正する
もの。

市庁舎駐車場管理委託料につ
いて、業務委託から賃貸借へ切
替駐車場運営を実施していく予
定であったが、市庁舎にぎわい
プラン基本計画の中で決定した
駐車場運営体系へ移行してい
く方針となったため、増額補正
するもの。

庁舎電気室に設置されている
無停電電源装置２基のうち1基
が経年劣化により故障したた
め、早期交換が望ましい状態で
ある。緊急時に備えた設備整備
のため、増額補正するもの。ま
た、庁舎受変電設備改修工事
において、設置を予定していた
自動復電装置が、市庁舎で使
用する際には危険性があること
が判明し、工事が実施できない
ため、減額補正するもの。

東京２０２０オリンピック・パラリン
ピック射撃競技の開催会場と
なっており、市外、海外からの
お客様に配布する、和光市の
みどころを紹介する冊子を作成
するため、増額補正するもの。

公民連携による事業手法の検
討を行うため、増額補正するも
の。

PFI事業における金融機関との
直接協定業務を職員が実施し
ているため、委託料を減額補正
するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

2 会計管理業務 51,001 2,426 53,427 会 計 課

2
市民文化センター施
設整備

19,075 1,165 20,240 総 務 人 権 課

2
戸籍住民基本台帳
業務

63,850 2,420 66,270 戸 籍 住 民 課

3 障害者福祉支援 23,244 2,722 25,966 社 会 援 護 課

3 介護人材育成 149 750 899 長 寿 あ ん し ん 課

3
介護保険特別会計
繰出金

657,955 230 658,185 長 寿 あ ん し ん 課

3 職員人件費 52,955 476 53,431 ネ ウ ボ ラ 課

3 ひとり親家庭 173,356 1,282 174,638 ネ ウ ボ ラ 課

各所管課が管理する通帳等の
保管のため、会計課内金庫室
に耐火金庫を追加設置し、併せ
て防犯対策として監視カメラを
設置することから、増額補正す
るもの。

市民文化センター大・小ホール
の調光設備の直流電源につい
て、交換を要するため増額補正
するもの。

住民基本台帳法施行令の改正
に伴い、11月5日から住民票に
旧氏（旧姓）記載が可能となる。
住民票に旧氏（旧姓）を記載し
た者が、印鑑登録システムにお
いても同様に旧氏（旧姓）での
登録、証明書発行ができるよう
システム改修を行う必要がある
ため、増額補正するもの。

令和元年10月に行われる消費
税改定に伴う障害福祉サービス
等の報酬改定及び障害児の発
達支援無償化により、システム
の改修が必要なため増額補正
するもの。

埼玉県市町村介護人材確保支
援事業補助金の内示に伴い、
介護人材確保の取り組みとして
埼玉県市町村介護人材確保支
援事業補助金を活用し、「介護
に関する入門的研修」を実施す
るため、増額補正するもの。

市町村特別給付の紙おむつ支
給減額および地域支援事業費
の増額に伴い、増額補正するも
の。

未婚の児童扶養手当受給者に
対する臨時・特別給付金の給付
の実施等、今後超過勤務の増
加が見込まれるため、増額補正
するもの。

未婚の児童扶養手当受給者に
対する臨時・特別給付金の給付
を実施するため増額補正するも
の。また、平成30年度母子家庭
自立支援給付金事業補助金に
おいて、実績報告により交付申
請額に満たなかったため、補助
金の一部を返還するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

3
教育・保育給付費等
支給

3,052,148 131,171 3,183,319 保 育 サ ポ ー ト 課

3
幼稚園就園奨励費
等運営

157,073 102,977 260,050 保 育 サ ポ ー ト 課

3
学童クラブ等施設整
備

0 115,002 115,002 保 育 施 設 課

3 生活保護 1,554,821 20,601 1,575,422 社 会 援 護 課

3
生活困窮者自立促
進支援

51,705 88 51,793 社 会 援 護 課

3 国民年金業務 8,274 394 8,668 健康保険医療課

5
勤労青少年ホーム施
設整備

495 84,207 84,702 産 業 支 援 課

8 道路補修 241,885 48,865 290,750 道 路 安 全 課

幼児教育・保育無償化に伴い、
子育てのための施設等利用給
付が新設されたため、増額補正
するもの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
子育てのための施設等利用給
付が新設されたため、増額補正
するもの。

北エリアの学童クラブの待機児
童の解消を図るため、北原小学
校放課後こども総合プラン一体
型施設整備費を追加計上する
もの。

[委託料] 生活保護ｼｽﾃﾑ改修費
・進学準備給付金の創設に伴う
　ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ情報連携 594,000円
・生命保険会社に対する照会
　様式を出力　　  330,000円
・被保護者調査における調査
　項目追加　　 　 308,000円

[返還金]平成30年度
･生活保護費国庫負担金精算分
 （医療扶助費等国庫負担金）
　　　　　　　　　 17,046,848円
･生活保護費県負担金精算分
　　　　　　　　　　2,321,084円

[返還金] 平成30年度
・生活困窮者就労準備支援
　事業費等補助金精算分
　　　　　　　　　　　 　88,000円

国民年金保険料免除申請書の
様式変更及び年金生活者支援
給付金事務処理変更に係るシ
ステム改修を実施するため増額
補正するもの。

県有地にある擁壁の改修工事
が、今年度に県施工で行われ、
改修後は無償貸付から有償貸
付となるため、購入費用を増額
補正するもの。

市民からの舗装修繕の要望に
対応するため工事費の増額が
必要なこと、芝屋橋の修繕方法
の見直し及び西寺の上橋の耐
震補強設計の見直しを行った
結果、工事費及び業務委託料
の増加が見込まれたこと、また、
市道528号線舗装補修工事の
入札差金が発生したこと、以上
を精査し増額補正するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

8 道路整備 321,118 4,980 326,098 道 路 安 全 課

8 水路管理・改修 5,332 17,000 22,332 道 路 安 全 課

8 職員人件費 125,023 908 125,931 都 市 整 備 課

8
都市基盤整備基金
積立

81 100,000 100,081 都 市 整 備 課

8
駅北口土地区画整
理事業特別会計繰
出金

495,421 △ 34,541 460,880 都 市 整 備 課

8 湧水・緑地保全 12,922 4,950 17,872 都 市 整 備 課

8
駅南口広場維持管
理

6,140 869 7,009 都 市 整 備 課

10
交通安全立哨指導
員

28,363 874 29,237 教 育 総 務 課

10 小学校施設整備 49,057 5,830 54,887 教 育 総 務 課

10 中学校施設整備 1,650 5,793 7,443 教 育 総 務 課

10 体育施設管理運営 40,810 115 40,925 スポーツ青少年課

歩行者の安全確保のため、地
権者と合意形成に至った市道
475号線の道路拡幅用地の買
収を速やかに行い、歩道を整備
する必要があることから、増額補
正するもの。

市民の要望に対応するため、水
路17号線の支障物撤去及び水
路117号線の土砂撤去工事を
行う必要が生じたことから、増額
補正するもの。

和光北インター東部地区地権
者の土地利用などの意向を把
握するため、戸別訪問等を実施
することから、増額補正するも
の。

都市基盤整備基金現在高（補
正後）
138,276千円

駅北口土地区画整理事業特別
会計の前年度歳計剰余金の歳
入増額等により、一般会計から
の繰出金を減額補正するもの。

大坂ふれあいの森の高木剪定
及び湧水対策工事を行うため、
増額補正するもの。

和光市駅南口広場の平板補修
工事を行うため、増額補正する
もの。

北原小学校通学区域内の和光
市駅北口付近通学路におい
て、新たに交通指導員を２ヶ所
に配置したいため、増額補正す
るもの。

北原小学校において特別支援
学級等教室新設工事設計業務
委託をしたいため、増額補正す
るもの。

第二中学校において特別支援
学級等環境整備工事設計業務
委託をしたいため、増額補正す
るもの。

坂下庭球場の閉鎖に伴い、利
用券の払い戻しに伴う返還金の
ための費用を増額補正するも
の。

－23－



款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

10 体育施設整備 0 38,497 38,497 スポーツ青少年課

11 市債元金償還 1,839,321 △ 7,427 1,831,894 財 政 課

11 市債利子償還 126,491 △ 20,845 105,646 財 政 課

12 財政調整基金積立 427 602,080 602,507 財 政 課

12
公共用地取得事業
基金積立

5 200,000 200,005 財 政 課

12
公共施設整備基金
積立

36 50,000 50,036 財 政 課

12 まちづくり基金積立 9 967 976 総 務 人 権 課

坂下庭球場の閉鎖に伴い、原
状回復の工事費を追加計上す
るもの。

元金償還額が確定したため、減
額補正するもの。

利子償還額が確定したため、減
額補正するもの。

財政調整基金現在高（補正後）
1,465,811千円

公共用地取得事業基金現在高
（補正後）
213,584千円

公共施設整備基金現在高（補
正後）
84,426千円

和光市まちづくり寄附条例に基
づく寄附金を和光市まちづくり
基金に積み立てるため、増額補
正するもの。
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３　繰越明許費

（追加）

４　債務負担行為

（追加）

５　地方債

（追加） (単位：千円)

（変更） (単位：千円)

（廃止） (単位：千円)

（単位：千円）

款 項 事　業 金　額

３ 民生費 ２　 児童福祉費
学童クラブ等施設整備

（北原小学校放課後こども総合
プラン一体型施設整備事業）

107,258

事 項 期 間 限 度 額

和光市史編さん業務委託
令和元年度から
令和４年度まで

和光市史編さん業務委託料及び消費
税の合計額

起 債 の 目 的 限 度 額

北原小学校放課後こども総合
プラン一体型施設新設事業

37,400

起 債 の 目 的
補　正　前 補　正　後

限　度　額 限　度　額

市道舗装補修事業 44,700 38,700

芝屋橋修繕事業 25,400 35,300

起 債 の 目 的
補　正　前 補　正　後

限　度　額 限　度　額

庁舎受変電設備整備事業 9,400 －
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１　歳入

款 区分 （細節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

8 前年度歳計剰余金 40,000 236,533 276,533 健康保険医療課

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

6 基金積立金 1 236,533 236,534 健康保険医療課

議案第５２号議案の概要（担当：健康保険医療課）

令和元年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 6,371,069千円

補 正 額 236,533千円

補正後予算額 6,607,602千円

（単位：千円）

説 明

歳計剰余金が確定したため、増
額補正するもの。

（単位：千円）

説 明

国民健康保険財政調整基金現
在高（補正後）
1,152,496千円
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１　歳入

款 区分 （細節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

3 前年度歳計剰余金 1 1,511 1,512 健康保険医療課

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

1 保険料等負担金 740,710 1,511 742,221 健康保険医療課

議案第５３号議案の概要（担当：健康保険医療課）

令和元年度埼玉県和光市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 742,014千円

補 正 額 1,511千円

補正後予算額 743,525千円

（単位：千円）

説 明

平成30年度中に徴収した、平
成31年4月及び令和元年5月納
入分の保険料等を増額補正す
るもの。

（単位：千円）

説 明

平成30年度中に徴収した、平
成31年4月及び令和元年5月納
入分の保険料等負担金を増額
補正するもの。
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2

地域支援事業交付
金（介護予防・日常
生活支援総合事業）
現年度分

29,370 597 29,967 長 寿 あ ん し ん 課

2

地域支援事業交付
金（包括的支援事
業・任意事業）現年
度分

18,020 959 18,979 長 寿 あ ん し ん 課

3
地域支援事業支援
交付金　現年度分

39,649 807 40,456 長 寿 あ ん し ん 課

4

地域支援事業交付
金（介護予防・日常
生活支援総合事業）
現年度分

18,356 373 18,729 長 寿 あ ん し ん 課

4

地域支援事業交付
金（包括的支援事
業・任意事業）現年
度分

9,010 480 9,490 長 寿 あ ん し ん 課

6
その他一般会計繰入
金

18,286 △ 623 17,663 長 寿 あ ん し ん 課

6

地域支援事業繰入
金（介護予防・日常
生活支援総合事業）
現年度分

18,356 373 18,729 長 寿 あ ん し ん 課

6

地域支援事業繰入
金（包括的支援事
業・任意事業）現年
度分

9,010 480 9,490 長 寿 あ ん し ん 課

6
介護給付費準備基
金繰入金

36,247 1,411 37,658 長 寿 あ ん し ん 課

7 その他繰越金 1 106,648 106,649 長 寿 あ ん し ん 課

議案第５４号議案の概要（担当：長寿あんしん課）

令和元年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算（第２号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 3,603,385千円

補 正 額 111,505千円

補正後予算額 3,714,890千円

（単位：千円）

説 明

介護予防・生活支援サービス事
業の増額に伴い、増額補正す
るもの。

日常生活圏域ネットワークの増
額に伴い、増額補正するもの。

介護予防・生活支援サービス事
業の増額に伴い、増額補正す
るもの。

介護予防・生活支援サービス事
業の増額に伴い、増額補正す
るもの。

日常生活圏域ネットワークの増
額に伴い、増額補正するもの。

紙おむつ等支給の減額に伴
い、減額補正するもの。

介護予防・生活支援サービス事
業の増額に伴い、増額補正す
るもの。

日常生活圏域ネットワークの増
額に伴い、増額補正するもの。

介護予防・生活支援サービス事
業及び日常生活圏域ネットワー
クの増額に伴い、増額補正する
もの。

平成30年度決算額の確定に伴
い、歳計余剰金が確定したた
め、増額補正するもの。
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２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

4 紙おむつ等支給 39,436 △ 2,492 36,944 長 寿 あ ん し ん 課

5
介護予防・生活支援
サービス事業

113,978 2,988 116,966 長 寿 あ ん し ん 課

5
日常生活圏域ネット
ワーク

13,754 2,492 16,246 長 寿 あ ん し ん 課

8
介護給付費準備基
金積立

1 45,468 45,469 長 寿 あ ん し ん 課

9 償還金 1 39,516 39,517 長 寿 あ ん し ん 課

9 一般会計繰出金 0 23,533 23,533 長 寿 あ ん し ん 課

（単位：千円）

説 明

当初予算で市町村特別給付費
で計上していた紙おむつの支
給について地域支援事業交付
金の交付対象事業となるため、
市町村特別給付については減
額補正するもの。

第7期介護保険計画に基づき、
介護予防拠点を開設し、新規で
介護予防事業を実施するため
増額補正するもの。

当初予算で市町村特別給付費
で計上していた紙おむつの支
給について地域支援事業交付
金の対象事業となるため、地域
支援事業費として増額補正する
もの。

平成30年度介護給付費、地域
支援事業費及び介護保険事業
費の実績確定に伴い、基金に
積み立てるため、増額補正する
もの。

平成30年度介護給付費、地域
支援事業費及び介護保険事業
費の実績確定に伴う国・県・支
払基金への返還分として増額
補正するもの。

平成30年度介護給付費、地域
支援事業費及び総務費の実績
確定に伴う一般会計への返還
分として追加計上するもの。
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

1
社会資本整備総合
交付金

142,000 △ 92,300 49,700
駅北口土地区画
整理事業事務所

2 一般会計繰入金 495,421 △ 34,541 460,880
駅北口土地区画
整理事業事務所

3 前年度歳計剰余金 1 56,165 56,166
駅北口土地区画
整理事業事務所

5
駅北口土地区画整
理事業債

386,100 83,100 469,200
駅北口土地区画
整理事業事務所

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
駅北口土地区画整
理推進（駅北）

934,362 12,424 946,786
駅北口土地区画
整理事業事務所

議案第５５号議案の概要（担当：駅北口土地区画整理事業事務所）

令和元年度埼玉県和光市和光都市計画事業
和光市駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 1,023,523千円

補 正 額 12,424千円

補正後予算額 1,035,947千円

（単位：千円）

説 明

交付金内定通知により、減額補
正するもの。

歳計剰余金及び区画整理事業
債の増額、交付金の減額による
一般会計繰入金の減額と事業
費増額の差額を減額補正するも
の。

平成30年度決算額の確定に伴
い歳計剰余金を増額補正するも
の。

起債対象事業費が変更となった
ことに伴い、増額補正するもの。

（単位：千円）

説 明

工事請負費については、早期移
転を図るため仮設店舗兼仮倉庫
の建設工事費を増額し、償還
金・利子及び割引料について
は、償還金の借入利率が確定し
たため減額補正するもの。
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３　地方債

（変更） (単位：千円)

起 債 の 目 的
補　正　前 補　正　後

限　度　額 限　度　額

和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業 386,100 469,200
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議案第５６号 令和元年度埼玉県和光市下水道事業会計補正予算（第１号）

担 当 企業経営課

【目的】

今回の補正については、既定予算第５条に定めた継続費の総額を７億９千８０万円

とし、令和２年度の年割額を３千５７６万円増の５億７千８０万円に改めるもので

す。

【内容】

継続費

款 項 事業名 総 額 年 度 年割額

1 資本的支出 1 建設改良費 越戸川第１号 790,800 千円 令和元年度 220,000 千円

雨水幹線整備工事 令和２年度 570,800 千円
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議案第５７号 平成３０年度埼玉県和光市一般会計歳入歳出決算の認定について

平成３０年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

の認定について

平成３０年度埼玉県和光市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

の認定について

平成３０年度埼玉県和光市介護保険特別会計歳入歳出決算

の認定について

平成３０年度埼玉県和光市和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業

特別会計歳入歳出決算の認定について

平成３０年度埼玉県和光市水道事業会計決算の認定及び剰余金

の処分について

平成３０年度埼玉県和光市下水道事業会計決算の認定及び剰余金

の処分について

議案第５８号

平成３０年度決算関係議案の概要

議案第６３号

議案第６２号

議案第６１号

議案第６０号

議案第５９号



１．一般会計・特別会計決算額

（単位：円）

2.一般会計・特別会計実質収支額

（単位：円）

議案第５７号・５８号・５９号・６０号・６１号

歳 入 総 額 歳 出 総 額
歳 入 歳 出
差 引 額

　　　議案概要（担当：総務人権課）

一 般 会 計 27,657,907,005 26,035,081,365 1,622,825,640

国 民 健 康 保 険 7,593,448,920 7,316,915,016 276,533,904

後 期 高 齢 者 医 療 683,317,275 681,806,254 1,511,021

介 護 保 険 3,619,810,479 3,511,217,297 108,593,182

和光都市計画事業和光市
駅北口土地区画整理事業

996,420,596 880,365,074 116,055,522

全 会 計 合 計 40,550,904,275 38,425,385,006 2,125,519,269

一 般 会 計 1,622,825,640 159,265,080 1,463,560,560

歳 入 歳 出
差 引 額

翌 年 度 繰 り
越すべき財源

実 質 収 支 額

後 期 高 齢 者 医 療 1,511,021 0 1,511,021

国 民 健 康 保 険 276,533,904 0 276,533,904

介 護 保 険 108,593,182 1,944,000 106,649,182

特

別

会

計

特

別

会

計

※　詳細は、「平成３０年度　一般会計・特別会計決算に係る主要な施策の成果と予算執行
の実績報告書」（別冊）に記載しています。

全 会 計 合 計 2,125,519,269 221,098,001 1,904,421,268

和光都市計画事業和光市
駅北口土地区画整理事業

116,055,522 59,888,921 56,166,601
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平成３０年度決算概要（水道事業） 

１ 概況 

(1) 総括事項 

① 業務量 

年度末給水戸数は前年度より 977 戸増加し、41,174 戸に、また年間総給

水量は前年度より 115,190 ㎥増加し、9,148,760 ㎥に、一日平均給水量は 25,

065 ㎥になりました。水源の内訳は県水 6,564,903 ㎥ 71.8％、井戸水 2,583,

857 ㎥ 28.2％、これに対する年間総有収水量は 8,962,443 ㎥になり、有収率

は 98.0％になりました。 

② 経営・財務 

ア 収益的収支 

給水収益は前年度より 1.4％増加し、1,018,152,394 円になり、１㎥当たり

の供給単価は 113 円 60 銭になりました。これに対して費用は 2.6％増加の

1,221,049,746 円になり、１㎥当たりの給水原価は 117 円 21 銭で、差引 3

円 61 銭の赤字となりましたが、当年度は、事業費に対し事業収益が上回

ったため、133,769,419 円の純利益が生じました。 

イ 資本的収支 

資本的収入額 5,652,596 円が資本的支出額 475,844,751 円に対して不

足する額 470,192,155 円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額 30,420,886 円、過年度分損益勘定留保資金 403,070,784 円並

びに減債積立金 36,700,485 円で補てんしました。 

③ 消費税及び地方消費税について 

平成 30 年度消費税及び地方消費税のうち、課税年度における課税標準

額 1,179,169,000 円に税率 6.3％を乗じて計算した税額 74,287,647 円から、

この期間中の控除税額等 69,031,347 円を控除した額の 5,256,300 円が消費

税額となり、地方消費税額は 1,419,200 円となりました。 

議案第６２号の概要　担当：企業経営課
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２　予算執行状況

　(1) 収益的収入及び支出

（単位：円）

款 項 予算現額 予算執行額 款 項 予算現額 予算執行額 予算残額

1,528,493,000 1,449,111,490 △ 79,381,510 1,317,126,000 1,283,657,361 33,468,639

1,359,434,000 1,278,395,720 △ 81,038,280 1,295,110,000 1,268,188,278 26,921,722

168,959,000 170,713,766 1,754,766 16,416,000 15,360,368 1,055,632

100,000 2,004 △ 97,996 600,000 108,715 491,285

5,000,000 0 5,000,000

　(2) 資本的収入及び支出

（単位：円）

款 項 予算現額 予算執行額 款 項 予算現額 予算執行額 予算残額

6,962,000 5,652,596 △ 1,309,404 533,852,000 475,844,751 13,360,049

6,962,000 5,652,596 △ 1,309,404 492,151,000 439,144,266 8,359,534

（継続費逓次繰越額
44,647,200円）

36,701,000 36,700,485 515

5,000,000 0 5,000,000

（単位：円）

予算現額 予算執行額 予算残額

19,955,000 18,803,599 1,151,401

営業
費用

たな卸資産
購  入  費

予算額に比べ
執行額の増減

予算額に比べ
執行額の増減

事業収益 事業費

資本的収入 資本的支出

営業
収益

営業外
収益

特別
利益

営業外
費用

特別
損失

予備費

予備費

負担金
建設

改良費

企業債
償還金
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３　事業資産及び事業損益 固定負債

147,867,215円
　(1) 平成３１年３月３１日現在貸借対照表 1.4%

流動負債
354,581,096円
3.3%

固定資産
8,962,386,004円 繰延収益

84.5% 3,254,100,291円
30.7%

資本金
6,288,869,587円
59.3%

流動資産
1,648,359,395円 剰余金

15.5% 565,327,210円
5.3%

資産合計 負債・資本合計

(2) 損益計算書(平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）
原水及び浄水費

純利益 573,608,150円
133,769,419円 42.3%

9.9%

過年度損益修正損
100,664円

0.0%

雑支出
356,839円 配水及び給水費

0.0% 92,409,848円
6.8%

支払利息
8,555,833円 受託工事費

0.6% 3,542,000円
0.3%

資産減耗費 減価償却費
792,061円 398,295,094円 総係費

0.1% 29.4% 36,149,756円
2.7%

収益的収入

純利益

※各項目に表示されている比率は、少数点以下第2位を四捨五入しているため、合計（100％）に
　一致しない場合がある。

133,769,419円

10,610,745,399円 10,610,745,399円

1,354,819,165円 1,221,049,746円収益的支出

業務費
107,239,501円
7.9%
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４　費用の内訳

  区　　　分 予算額(円) 税込執行額(円) 執行率(％) 税抜執行額(円)

 営業費用 1,295,110,000 1,268,188,278 97.9% 1,212,036,410

 原水及び浄水費 627,199,000 617,752,204 98.5% 573,608,150

 配水及び給水費 104,327,000 96,507,101 92.5% 92,409,848

 受託工事費 3,932,000 3,825,360 97.3% 3,542,000

 業務費 114,699,000 114,346,047 99.7% 107,239,501

 総係費 40,737,000 36,670,411 90.0% 36,149,756

 減価償却費 403,422,939 398,295,094 98.7% 398,295,094

 資産減耗費 793,061 792,061 99.9% 792,061

 営業外費用 16,416,000 15,360,368 93.6% 8,912,672

 支払利息 8,556,000 8,555,833 100.0% 8,555,833

 消費税及び地方消費税 7,729,965 6,675,500 86.4% －

 雑支出 130,035 129,035 99.2% 356,839

 特別損失 600,000 108,715 18.1% 100,664

 過年度損益修正損 600,000 108,715 18.1% 100,664

 予備費 5,000,000 0 0.0% 0

 予備費 5,000,000 0 0.0% 0

   費  用  合  計 1,317,126,000 1,283,657,361 97.5% 1,221,049,746
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平成３０年度決算概要（下水道事業） 

 

１ 概況 

(1) 総括事項 

① 業務量 

平成３１年３月３１日現在の水洗化人口（※1）は、前年度より１，０３８人増加して７

９，４３７人となり、水洗化率（※2）は前年度より０．０３ポイント増加して９８．８６％となり

ました。また、処理水量は、前年度より１３２，１７５㎥減少して８，３６４，８０３㎥に、有

収水量は前年度より４７，９２０㎥増加して８，６４６，５４２㎥になり、有収率は１０３．４

％になりました。 

（※１ 水 洗 化 人 口 、※２ 水 洗 化 率 ・・・水 洗 化 人 口 とは、処 理 区 域 内 世

帯 のうち、公 共 下 水 道 に接 続 して汚 水 処 理 をしている人 口 をいう。その割 合

が水 洗 化 率 ） 

② 経営・財務 

ア 収益的収支 

事業収益は、１，１２３，８３５，２１５円（うち下水道使用料収入は、前年度より 

０．８％増の６０８，５２０，１５２円）となり、事業費は、９５９，１２９，００３円となりまし

た。 

その結果、純利益は１６４，７０６，２１２円になりました。 

イ 資本的収支 

資本的収入額２４９，２２０，０６２円が資本的支出額６９３，２９０，５８９円に対し

て不足する額４４４，０７０，５２７円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額１３，５４２，７８８円、過年度分損益勘定留保資金２８２，１１１，７５９

円並びに当年度分損益勘定留保資金１４８，４１５，９８０円で補てんしました。 

③ 消費税及び地方消費税について 

平成 ３０年度消費税及 び地方消費税のうち、課税年度における課税標準 額

６０８，５２６，０００円に６．３％を乗じて計算した税額３８，３３７，１３８円から、この期

間中の控除税額等１２，２９９，６３８円を控除した額の２６，０３７，５００円が消費税

額となり、地方消費税額は７，０２６，４００円となりました。 

議案第６３号の概要　担当：企業経営課 
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２　予算執行状況

　(1) 収益的収入及び支出

（単位：円）

款 項 予算現額 予算執行額 款 項 予算現額 予算執行額 予算残額

1,172,487,578 △ 1,993,422 994,385,863 43,467,137

909,377,754 2,675,754 883,503,475 38,127,525

263,103,141 △ 4,660,859 110,795,150 126,850

15,000 6,683 △ 8,317 87,238 212,762

5,000,000 0 5,000,000

　(2) 資本的収入及び支出

（単位：円）

款 項 予算現額 予算執行額 款 項 予算現額 予算執行額 予算残額

337,518,000 249,220,062 △ 88,297,938 778,080,520 693,290,589 84,789,931

（建設改良繰越
2,558,520円）

228,700,000 168,600,000 △ 60,100,000 379,957,520 304,189,221 75,768,299

（建設改良繰越
2,558,520円）

68,000,000 51,500,000 △ 16,500,000 392,823,000 389,101,368 3,721,632

22,407,000 10,829,062 △ 11,577,938 300,000 0 300,000

18,291,000 18,291,000 0 5,000,000 0 5,000,000

120,000 0 △ 120,000

予算額に比べ
執行額の増減

1,174,481,000 1,037,853,000下水道事業収益 下水道事業費用

営業
収益

906,702,000
営業
費用

921,631,000

営業外
収益

267,764,000
営業外
費用

110,922,000

特別
利益

特別
損失

300,000

予備費

予算額に比べ
執行額の増減

資本的収入 資本的支出

企業債
建　設
改良費

補助金

他会計
負担金

企業債
償還金

貸付金

貸付金
償還金

他会計
補助金

予備費
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３　事業資産及び事業損益 固定負債

2,630,182,813円
 貸借対照表（平成３１年３月３１日現在） 17.7%

流動負債
634,783,792円
4.3%

固定資産
14,413,898,679円 繰延収益

96.9% 5,797,466,710円
39.0%

資本金
4,309,089,210円
29.0%

流動資産
462,110,857円 剰余金

3.1% 1,504,487,011円
10.1%

資産合計 負債・資本合計

(2) 損益計算書(平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

純利益 管渠費（雨水）
164,706,212円 13,751,160円

14.7% 1.2%

過年度損益修正損 管渠費（汚水）
80,778円 48,166,750円

0.0% 4.3%

雑支出 総係費
27,031,443円 339,214,232円

2.4% 30.2%

支払利息及び
企業債取扱費 減価償却費
77,583,965円 450,182,018円

6.9% 40.1%

資産減耗費
3,118,657円

0.3%

収益的収入

純利益 164,706,212円

※各項目に表示されている比率は、少数点以下第2位を四捨五入しているため、合計（100％）に
　一致しない場合がある。

14,876,009,536円 14,876,009,536円

1,123,835,215円 収益的支出 959,129,003円
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４　費用の内訳

  区　　　分 予算現額(円) 税込執行額(円) 執行率(％) 税抜執行額(円)

 営業費用 921,631,000 883,503,475 95.9% 854,432,817

管渠費（雨水） 20,377,000 14,845,793 72.9% 13,751,160

管渠費（汚水） 66,747,000 52,009,206 77.9% 48,166,750

総係費 380,373,000 363,347,801 95.5% 339,214,232

減価償却費 454,042,000 450,182,018 99.1% 450,182,018

資産減耗費 92,000 3,118,657 3389.8% 3,118,657

 営業外費用 110,922,000 110,795,150 99.9% 104,615,408

支払利息及び企業債
取扱費

77,710,000 77,583,965 99.8% 77,583,965

納付消費税 33,064,000 33,063,900 100.0% 0

雑支出 148,000 147,285 99.5% 27,031,443

 特別損失 300,000 87,238 29.1% 80,778

 過年度損益修正損 300,000 87,238 29.1% 80,778

 予備費 5,000,000 0 0.0% 0

 予備費 5,000,000 0 0.0% 0

   費  用  合  計 1,037,853,000 994,385,863 95.8% 959,129,003
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